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市町村合併による懸念
次のようなことが懸念されるため､ 合併する場合は対策を講じる必要がある

◆市町村の中心部と周辺部で地域格差が生じる恐れ

　対策●様々な地域の住民の意見を反映させながら､ 中心部だけではなく､ 周辺部の　　　

　　　　　　ことにも配慮したまちづくりの計画を作成

　　　　●旧町村役場に支所を設置

　　　　●旧市町村の区域ごとに作ることができる地域審議会で､ 新市町村が地域間の　　　

　　　　　　バランスをとって事業の実施をしているかどうかをチェックするなど

◆各地域の歴史､ 文化､ 伝統等が失われる恐れ

　対策●旧市町村の名称を新市町村内の町・字名や公共施設の名称等として残すなど

　今後、市町村中心の地方

行政の運営が推進され､ 住

民の期待に応えられるサー

ビス体制を確保することが重

要となるため､ 専門的人材

の育成､ 確保が必要

情報通信技術の活用
　IT革命といわれる情報通信

技術の発展の成果を有効に

活用し､ 行政の枠を一層広

げていくことが可能

新しいまちづくり
　今までの市町村の枠を越え

て、それぞれの地域の人材、

文化、産業等の資源を連携、

活用し、新しい発想に立った

まちづくりが可能

社会システムの変化
　少子高齢化社会の到来により ｢税金を負

担する人が減り､ 税金を使う人が増える｣ 状

況となることから､ 市町村が提供するサービ

ス水準を確保するために､ 行財政基盤を強

化することが

必要

厳しい財政状況
　今後の社会経済情勢の変化に適切に

対応するために､ 効率的､ 効果的な財政

の運営が必要

市町村合併は

市町村と住民の

主体的な判断が必要

地域の歴史を
　残す資料館

地域の
　まつり

旧市町村名
　の学校

市町村の自治能力の向上 地方行政の構造改革
　戦後50年を経過し､ 社会のあ

らゆる分野の改革が見られる中､ 

地方行政の体制はそのまま維

持されてきており､ 現在の市町

村の枠を越えた行政需要に対応

することが必要

〈参考文献　合併協議会の運営の手引　発行（株）ぎょうせい〉
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合 併 の 歴 史

Ï Ì国

我が国では、市町村が大合併する時期をこれまで２回経験しています。

明治２２年 市町村 市町村明治の大合併 71,314 15,859·

昭和３０年代の前半 市町村 市町村昭和の大合併 9,868 3,975·

市町村 （約 市町村）をめざしている国の方針 現在 3,224 1/3 1,000·

合併特例法の期限は平成１７年３月３１日までとなっており、議

員の数、任期の特例、市になる人口要件などの緩和、地方交付税

の優遇措置などが盛り込まれている。

Ï Ì岐阜県

明治の大合併 ９４８市町村 ３４５市町村·

昭和の大合併 ２８６市町村 １０６市町村·

現在・・・・・９９市町村

平成１３年・・・市町村合併支援要綱を制定

合併の枠組みパターンを発表



Ï Ì高山市

明治以降幾多の変遷を経て今日の を形成するに至っています。高山市

明治８年

高山町Ｔ．１５

Ｍ．２５ （ 人）高 高山町 13,356

灘村Ｓ．１１ （ 人）22,488

Ｔ．１２ （ 人）山 高山市 2,886

大名田町 大名田村（ 人）31,993

（ 人） （ 人）市 8,369 2,970

Ｓ．３０ 大八賀村編入 Ｍ．２５

大八賀村Ｈ１３

（ 人） （ 人） （ 人）66,430 4,050 3,210

Ｓ．１８ 上枝村編入

上枝村 清見村

（ 人） Ｍ２２清見村の一部が分離（ 人）2,941 2,771



合 併 の 組 み 合 わ せ

市 郡 名 現 在 の 人 口 面積 同規模の

市町村数 面積の府県人 K㎡

１ 高山市＋大野郡 約 大 阪 府９

87,000 1,972 香 川 県

２ 高山市＋大野郡 約 奈 良 県１５

＋吉城郡 130,000 3,328 鳥 取 県

３ 高山市＋大野郡 約 石 川 県２０

＋吉城郡＋益田郡 170,000 4,179 福 井 県



飛騨地域における取り組みの経緯

１．市町村合併の諸問題について研究を行い、自主的自立的な判断に資する

ため、飛騨地域２０市町村の各関係者による次の研究会が昨年５月に発

足した。

（ア）首長による「飛騨圏域広域合併研究会」

（これまでに９回開催）

（イ）議長による「飛騨圏域広域合併議員研究会」

（これまでに５回開催）

（ウ）経済団体等の代表による「飛騨圏域広域合併経済団体等研究会」

（これまでに３回開催）

２．飛騨圏域広域合併研究会（ア）の結果

◎ 昨年５月、１市３郡の枠組みでの合併を研究することで発足。

途中、益田郡５町村は益田部会を設置し、益田郡で１つの市を目指す

こととし、本年６月に法定合併協議会の設立を予定している。

◎ 大野郡、吉城郡は、１市２郡での合併について研究することになり、

各町村では住民説明会等を開催し地域住民の意見を聴取、集約してき

た。

◎ 本年３月には、１市２郡での合併を具体的に検討協議を進めるため、

各市町村の代表者で構成する任意の合併協議会を本年５月中に設立す

ることを申し合わせた。

席上、各町村の意向は次頁のとおり表明された。



町 村 長 の 意 向

町 村 名 意 向

丹生川村

清見村

荘川村

宮村

久々野町

朝日村 １市２郡での合併が望ましい。

高根村 任意の合併協議会には参加する。

国府町

河合村

宮川村

神岡町

上宝村

白川村 任意の協議会には参加し、その中

で方向付けを決めたい。

古川町 任意の合併協議会に参加は困難。

（少し時間が欲しい）

◎４月中に再度研究会を開催する予定である。



合併の今後の進め方

市町村の首長や議長、経済団体などによる

平成１４年 ３月 研究、協議、調整

合併の枠組み内定

市町村合併協議会（任意）設置平成１４年 ５月

各市町村議会

法定合併協議会設置の議決
„

１０月頃 法定協議会設置

合併後の市政の基本方針となる

平成１５年 「市町村建設計画」策定へ向けて議論

（各市町村代表）

平成１６年 ３月 合併協定書締結

各市町村議会

市町村合併の議決平成１６年 ６月

知事へ申請

県議会（合併の議決）

総務大臣告示（官報）

新市のスタート平成１７年 ３月

＊ 年月は、概ねの目安として表示している。



１．人口 （Ｈ１２年度国調） 約６６，０００人 約６４，０００人 約１３０，０００人

（約２倍）

６５才以上 約１３，０００人 約１６，０００人 約２９，０００人

（約２倍）

高齢化率 ２０．４％ ２６．２％ ２３．２％

（２．８ﾎﾟｲﾝﾄ増）

就業人口割合 第１次産業　　７％ 第１次産業　１４％ 第１次産業　１０％

第２次産業　２７％ 第２次産業　３５％ 第２次産業　３１％

第３次産業　６６％ 第３次産業　５１％ 第３次産業　５９％

２．世帯数 約２３，０００世帯 約１９，０００世帯 約４２，０００世帯

（約２倍）

３．面積 約１４０km2 約３，１９０km2 約３，３３０km2

（約２４倍）

４．道路延長 約６００km 約１，７００km 約２，３００km

（約４倍）

５．歳入総額 （Ｈ１２年度決算） ２５６億円 ５７３億円 ８２９億円

（約３倍）

（１人当たり） （約３９万円） （約９１万円） （約６４万円）

地方税 １０１億円 ８９億円 １９０億円

（約２倍）

（１人当たり） （約１５万円） （約１４万円） （約１５万円）

市町村民税 ３８億円 ２７億円 ６５億円

（約２倍）

固定資産税 ４６億円 ５４億円 １００億円

（約２倍）

地方交付税 ４４億円 ２２６億円 ２７０億円

（約６倍）

（１人当たり） （約７万円） （約３６万円） （約２１万円）

高山市と１市２郡の比較

高山市 １市２郡計２郡



高山市 １市２郡計２郡

６．歳出総額 （Ｈ１２年度決算） ２４２億円 ５４７億円 ７８９億円

（約３倍）

（１人当たり） （約３６万円） （約８７万円） （約６１万円）

人件費 ５２億円 ８７億円 １３９億円

（約３倍）

（１人当たり） （約８万円） （約１４万円） （約１１万円）

公債費 ２４億円 ７２億円 ９６億円

（４倍）

（１人当たり） （約４万円） （約１１万円） （約７万円）

７．積立金 （Ｈ１２年度決算） ６３億円 ２１９億円 ２８２億円

（約５倍）

（１人当たり） （約１０万円） （約３５万円） （約２２万円）

財政調整基金 １８億円 ７１億円 ８９億円

減債基金 ３億円 ３７億円 ４０億円

特定目的基金 ４２億円 １１１億円 １５３億円

８．地方債残高（Ｈ１２年度決算） ２４３億円 ５７６億円 ８１９億円

（約３倍）

（１人当たり） （約３７万円） （約９１万円） （約６３万円）

９．全職員数 ６５９人 １，５３５人 ２，１９４人

（約３倍）

（1,000人当たり） （約１０人） （約２４人） （約１７人）

消防職員 ６５人 １２２人 １８７人

１０．議員 （条例定数） ２４人 １６２人 １８６人

１１．首長 １人 １４人 １５人

１２．農業委員 ２３人 ２１３人 ２３６人

１３．庁舎 １施設 １４施設 １５施設

（１５倍）



高山市 １市２郡計２郡

１４．幼児数 ２，０３６人 １，７４９人 ３，７８５人

（約２倍）

１５．保育所 １４施設 ３０施設 ４４施設

（約３倍）

１６．小学校 １０校 ２５校 ３５校

（約４倍）

４，０２２人 ３，７２４人 ７，７４６人

（約２倍）

１７．中学校 ４校 １６校 ２０校

（５倍）

２，１０３人 ２，０８４人 ４，１８７人

（約２倍）

１８．スキー場 ２施設 ８施設 １０施設

（５倍）

１９．温泉施設 １施設 ９施設 １０施設

（１０倍）

２０．文化会館・公民館 ４施設 ２０施設 ２４施設

（６倍）

２１．火葬場 １施設 ６施設 ７施設

（７倍）

２２．ごみ焼却場 １施設 ３施設 ４施設

（４倍）

２３．病院・診療所 ０施設 ２９施設 ２９施設

（－倍）

２４．上水道普及率 ９８．８％ ９２．９％ ９５．９％

（２．９ﾎﾟｲﾝﾄ減）

２５．下水道普及率 ７８．７％ ３０．５％ ５５．１％

（２３．６ﾎﾟｲﾝﾄ減）
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